
名古屋市認知症介護実践者等養成事業実施要綱 

１ 目的

  高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症高齢者の介護に

関する基礎的及び実践的な研修を実施すること、また、認知症介護を提供する事

業所を管理する立場にある者等に対し、適切なサービスの提供に関する知識等を

習得させるための研修を実施することにより、認知症介護技術の向上を図り、認

知症介護の専門職員を養成し、もって認知症高齢者に対する介護サービスの充実

を図ることを目的とする。 

２ 実施主体

 (1) 事業の実施主体は、名古屋市（以下「市」という。）とする。ただし、その

事業の一部を、適切な事業運営が確保できると認められる介護保険施設（介護

保険法（平成９年法律第１２３号。（以下「法」という。）第８条第２５項に

規定する介護保険施設をいう。）、指定居宅サービス事業者（法第４１条第１

項に規定する指定居宅サービス事業者をいう。）、指定地域密着型サービス事

業者（法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者をい

う。）、指定介護予防サービス事業者（法第５３条第１項に規定する指定介護

予防サービス事業者をいう。）又は指定地域密着型介護予防サービス事業者

（法第５４条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業者を

いう。）等（以下「介護保険施設・事業者等」という。）に委託することがで

きる。 

(2) (1)の規定にかかわらず、次に掲げる研修については、それぞれに定める者

が実施する。 

（ア）４ 認知症介護基礎研修及び５ 認知症介護実践研修（以下「名古屋市実

践研修等」という。） 

名古屋市長（以下「市長」という。）が指定する法人（以下「研修実施機

関」という。）が、その責任の下に事業を実施する。なお、法人の指定につ

いては、名古屋市認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修実施機関指定

要綱による。 

（イ）９ 認知症介護指導者養成研修 

「認知症介護実践者等養成事業実施要綱」（平成１８年３月３１日付け老

発第0331010号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践者等養成事

業の円滑な運営について」（平成１８年３月３１日付け老計発第0331007号

厚生労働省老健局計画課長通知）（以下「国要綱等」という。）に基づき、

認知症介護研究・研修大府センター（以下「大府センター」という。）が、

その責任の下に事業を実施する。市は、大府センターの実施する認知症介護

指導者養成研修に、市長が適当と認める研修生を派遣し、認知症介護実践研



修を企画し、講義、演習、実習を担当することができる指導者を養成するも

のとする。 

３ 研修実施機関 

 (1) 事業計画の作成 

   研修実施機関は、名古屋市実践研修等の事業計画の企画・作成にあたっては、

名古屋市認知症介護指導者養成研修又は都道府県・政令指定都市が実施する同

様の研修を修了した者と連携、又は協力しなければならない。 

 (2) 事業計画の提出 

   研修実施機関は、認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修事業計画書

（様式１）に次に掲げる書類を添付して、各年度４月末日までに市長に提出す

る。 

  ア 国要綱等に規定する認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修（以下

「実践研修等」という。）の事業計画概要 

    開講目的、各回の実施予定会場名、所在地、研修期間、受講対象者、定員

数、受講に要する費用、使用するテキスト名及び募集案内の方法等 

  イ 名古屋市実践研修等のカリキュラム及び日程表 

  ウ 名古屋市実践研修等の講師の氏名、担当科目及び履歴に関する書類 

    名古屋市認知症介護指導者の認定にかかる実施要領に基づき認定を受けた

名古屋市認知症介護指導者が講師をする場合、講師の履歴に関する書類の提

出を省略することができる。 

  エ 実践研修等の収支予算状況に関する書類 

  オ その他市長が必要と認める書類 

 (3) 変更届の提出 

   研修実施機関は、前項の規定により提出した内容を変更しようとするときは、

認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修変更届（様式２）を市長に提出す

る。 

 (4) 事業報告の提出 

   研修実施機関は、前項の事業計画書に記載した研修が終了したときは速やか

に、次に掲げる事項を記載した認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修事

業報告書（様式３）を市長に提出する。 

  ア 名古屋市実践研修等の研修種別・名称 

  イ 名古屋市実践研修等の実施期間 

  ウ 名古屋市実践研修等の受講者数及び修了者数のうち、市内の介護保険施

設・事業者等が当該事業を行う事業所（以下「介護保険施設・事業所等」と

いう。）に従事する介護職員等の数 

  エ 実践研修等事業の収支決算書 

  オ 教材等、名古屋市実践研修等の受講者に配布した資料 

  カ その他市長が必要と認める書類 



 (5) 留意事項 

  ア 研修実施機関は、事業運営上知り得た受講者の秘密の保持に留意し、個人

にかかる情報については、適切に管理しなければならない。これは、指定期

間終了後においても同様とする。 

  イ 研修実施機関は、実習にあたって実習施設等の利用者の健康、安全及び人

権について最大限の配慮をするよう受講者を指導するとともに、実習におい

て知り得た個人の秘密の保持について、十分に留意するよう受講者を指導し

なければならない。 

 (6) 調査及び指導 

   市長は、研修実施機関に対し、必要があると認めるときはその研修事業に関

する報告及びこれに関する書類の提出を求め、又は研修実施機関の同意を得

て実地に調査することができる。また、研修事業の実施等に関して適当でな

いと認めるときは、研修実施機関に対して改善指導を行うことができる。 

 (7) 研修企画会議への出席 

   研修実施機関は、事業計画等において次に掲げる要件をすべて満たす場合、

市に研修企画会議への出席を求めることができる。 

  ア 市内において認知症介護基礎研修を年３回以上開催し、各受講定員を４０

名以上とすること。 

  イ 市内において認知症介護実践者研修を開催し、受講定員を計２４０名以上

とすること。 

  ウ 認知症介護実践者研修において、市の要請により受講者の優先枠を設ける

こと。 

４ 認知症介護基礎研修

 (1) 研修対象者 

  ア 国要綱等に定める認知症介護基礎研修の研修対象者のうち、原則として、

市内に所在する介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等とする。ただ

し、定員に余裕がある場合は、研修実施機関として指定された他自治体の介

護保険施設・事業所等に従事する介護職員等を含めることができる。 

  イ 市内に所在する法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者又は

法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者が当該事業を行う事業

所に従事する介護支援専門員等を含めることができる。 

 (2) 修了者の認定等 

  ア 研修実施機関は、認知症介護基礎研修の全カリキュラムを修了した者を研

修修了者として認定する。 

  イ 研修実施機関は、研修修了者に対し、修了証書（様式４）を交付する。 

  ウ 研修実施機関は、研修修了者について、次に掲げる事項を記載した認知症

介護基礎研修及び認知症介護実践研修修了者名簿（様式５）を作成し、適正

な方法をもって管理しなければならない。 



   (ｱ) 研修実施機関名 

   (ｲ) 研修種別・名称 

   (ｳ) 研修実施期間 

   (ｴ) 研修修了者に交付した修了証書番号及び修了年月日 

   (ｵ) 研修修了者の氏名、フリガナ、生年月日及び従事している介護保険施

設・事業所等の名称、住所 

  エ 研修実施機関は、修了証書を交付したとき、その交付日の属する年度の最

終日までに前項の名簿を市長に提出する。 

 (3) その他 

   研修の実施にあたっては、(1)及び(2)に規定するもののほか、国要綱等の規

定を満たすものとし、なお必要となる事項は、研修実施機関が定めるものとす

る。 

５ 認知症介護実践研修 

認知症介護実践研修は「認知症介護実践者研修」及び「認知症介護実践リーダ

ー」研修とする。４の研修は本研修について準用する。この場合において、「認

知症介護基礎研修」とあるのは、「認知症介護実践者研修」又は「認知症介護実

践リーダー研修」と読み替える。

６ 認知症対応型サービス事業開設者研修 

 (1) 研修対象者 

   国要綱等に定める認知症対応型サービス事業開設者研修の研修対象者のうち、

原則として市内の指定小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４

号。以下「指定基準」という。）第６３条第１項に規定する指定小規模多機能

型居宅介護事業者をいう。）、指定認知症対応型共同生活介護事業者（指定基

準第９０条第１項に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業者をいう。）、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定基準第１７１条第１項に規定す

る指定看護小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）、指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業者（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号。以下「指定

予防基準」という。）第４４条第１項に規定する指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者をいう。）又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

（指定予防基準第７０条第１項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者をいう。）の代表者又は代表者となることが予定される者とする。 

 (2) 開催回数及び研修受講者数 

   年１回以上、各回６０名以内とする。 

 (3) 研修受講にかかる費用 



   受講者は、研修の実施に必要な費用のうち、教材等にかかる実費相当分につ

いて負担する。 

 (4) その他 

   研修の実施にあたっては、(1)から(3)までに規定するもののほか、国要綱等

の規定を満たすものとする。 

７ 認知症対応型サービス事業管理者研修 

 (1) 研修対象者 

   国要綱等に定める認知症対応型サービス事業管理者研修の研修対象者のうち、

原則として市内の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所（指定基準

第４２条第１項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所を

いう。）、共用型指定認知症対応型通所介護事業所（指定基準第４５条第１項

に規定する共用型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。）、指定小規模多

機能型居宅介護事業所（指定基準第６３条第１項に規定する指定小規模多機能

型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）、指定認知症対応型共同生活介護事業

所（指定基準第９０条第１項に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所

をいう。）、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定基準第１７１条第

１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）、

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所（指定予防基準第５

条第１項に規定する単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所

をいう。）、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所（指定予防基準

第８条第１項に規定する共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所をい

う。）、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定予防基準第４４条

第１項に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同

じ。）又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所（指定予防基準第７

０条第１項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所をいう。）

の管理者又は管理者となることが予定される者であって、かつ、認知症介護実

践者研修（「痴呆介護研修事業の円滑な運営について」（平成１２年１０月２

５日老計第４３号厚生省老人保健福祉局計画課長通知に規定する基礎課程（以

下「旧基礎課程」という。）を含む。）を修了している者とする。 

 (2) 研修内容 

   別表１のとおりとする。 

 (3) 準用 

   ６(2)から(4)の規定は、本研修について準用する。 

８ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

 (1) 研修対象者 

   国要綱等に定める小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修の研修対象

者のうち、原則として市内の指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定看護小



規模多機能型居宅介護事業所又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

の計画作成担当者又は計画作成担当者となることが予定される者であって、認

知症介護実践者研修（旧基礎課程を含む。）を修了している者とする。 

 (2) 準用 

   ６(2)から(4)の規定は、本研修について準用する。 

９ 認知症介護指導者養成研修 

 (1) 研修対象者 

   大府センターが定める研修実施要項の要件を満たす者とする。 

 (2) 公費による受講者数 

（1）において、市長が適当と認め推薦した者のうち、公費による研修の受講

者（以下「公費受講者」という。）については、年度毎に６名以内とする。 

 (3) 研修受講にかかる費用負担 

  ア 公費受講者は、研修の実施に必要な費用のうち教材等にかかる実費相当分

について負担する。 

  イ 公費受講者の受講料については、市が負担する。 

  ウ 公費受講者の派遣に係る旅費及び宿泊費については、市が別紙1に定める

とおり補助する。 

  エ 前号の補助金の交付については、名古屋市補助金等交付規則（平成１７年

名古屋市規則第187号）の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。 

(4) その他 

  受講の手続等については、大府センターが定める研修実施要項に拠るものと

する。その他、研修の実施にあたっては、(1)から(3)までに規定するもののほ

か、国要綱等の規定を満たすものとする。 

１０ 認知症介護指導者フォローアップ研修 

 (1) 研修対象者 

   次に掲げる要件をすべて満たさなければならない。 

  ア 本市が実施する認知症介護実践研修の企画、立案に参画又は講師として従

事している者又は従事することが予定されている者であること。 

  イ 認知症介護指導者養成研修修了後１年以上を経ている者であること。 

 (2) 研修受講者数 

   年３名以内とする。 

 (3) 受講の手続等 

９(3)の規定は、本研修について準用する。この場合において、「認知症介

護指導者養成研修」とあるのは「認知症介護指導者フォローアップ研修」と読

み替える。 

 (4) 研修受講にかかる費用負担 

   受講者は、研修の実施に必要な費用のうち、受講料として20,000円及び教材



等にかかる実費相当分について負担する。 

 (5) その他 

   研修の実施にあたっては、(1)から(4)までに規定するもののほか、国要綱等

の規定を満たすものとする。 

１１ その他

  この要綱に定めるもののほか、事業に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年１月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年７月２５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年１２月２５日から施行し、平成１９年４月１日から適用

する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年６月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月２１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年７月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１９日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年６月２日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月６日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年１０月２７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年５月２６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年３月１日から施行する。 



別表１ 

 認知症対応型サービス事業管理者研修 

研修期間 研修形態 研    修    科    目 

1.5日間 

（11時間） 

講義 
1 地域密着型サービス基準について 

2 地域密着型サービスの取組みについて 

3 介護従事者に対する労務管理について 

4 適切なサービス提供のあり方について 

5 事業所の適正な防災管理について 



別紙１ 

認知症介護指導者養成研修派遣旅費等にかかる補助金の支給について 

（目的） 

１ この補助金は、大府センターが実施する認知症介護指導者養成研修事業につい

て、職員の派遣にかかる旅費又は宿泊費を補助することにより、認知症介護指導

者の円滑な養成につながることを目的とする。 

（補助金額） 

１ 認知症介護指導者養成研修派遣旅費にかかる補助金は、派遣職員が大府センタ

ーに通勤した場合において、当該職員が所属する施設等の代表者が、通勤にかか

る費用を支払った場合に支給するものとし、１日あたり920円に15日を乗じた額

を上限とする。 

２ 派遣職員が研修受講上の理由により、大府センターに宿泊して研修を受講した

場合においては、派遣旅費に代えて、宿泊にかかる費用について補助する。但し、

１日あたりの補助額及び対象日数の上限は、前項の派遣旅費にかかる補助金の範

囲内とし、派遣旅費と宿泊費にかかる補助金は重複して支給しない。 

（補助金の交付申請） 

１ 補助金を受けようとするときには、認知症介護指導者養成研修事業補助金交付

申請書（様式６）に、内訳の分かるものを添えて、市長へ申請する。 

２ 前項による交付申請は、研修受講前に行わなければならない。 

（補助金の交付決定） 

１ 市長は、前条の申請書等を受理した場合は、その内容を審査のうえ、補助金を

交付すべきと認めたときは速やかに補助金の交付決定を行い、認知症介護指導者

養成研修事業補助金交付決定通知書（様式７）により通知する。 

（申請の変更及び取り下げ） 

１ 補助金の交付決定に対し、内容の変更又は申請を取り下げる場合は、認知症介

護指導者養成研修事業補助金交付変更申請書（様式８）の提出をしたうえで、市

長の承認を受けなければならない。 

２ 前項に規定する申請の取り下げは、補助金の交付の申請をした者がその旨を記

載した書面を、研修修了日までに市長に提出して行うものとする。 

（実績報告） 

１ 補助金の事業実績報告は、事業の完了後速やかに、認知症介護指導者養成研修

事業完了報告書（様式９）を市長に提出して行わなければならない。 

２ 前項に規定する報告書には、認知症介護指導者養成研修修了証の写し、申請す

る補助金の額及びその算出根拠等を添えなければならない。 

（補助金の交付） 

１ 補助事業の完了に係る報告を受けた場合、認知症介護指導者養成研修事業完了

報告書（様式９）並びに関係書類の審査のうえ、適正と認められた後に、請求書



（様式10）の提出により一括交付するものとする。 

（取消し及び返還） 

１ 市長は、補助金の交付決定を受けた法人又は交付を受けた法人が、次の各号の

いずれかに該当すると認めた場合には、交付決定の全部もしくは一部を取り消し、

又はすでに交付した補助金の全部もしくは一部の返還を求めることができる。 

（1）虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定または交付を受けたことが明

らかとなったとき。 

（2）交付決定の条件に違反したとき 

（関係書類の保管） 

１ 補助事業者等は、補助事業等に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を

常に整備しておかなければならない。 

２ 前項の書類、帳票等は、補助事業等の完了後５年間保存しておかなければなら

ない。 



（様式１） 

認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修事業計画書 

年  月  日  

 名古屋市長  

申請者  所在地                   

名称                    

代表者職・氏名               

担当者氏名                 

電話番号                  

指定法人番号                

 名古屋市認知症介護実践者等養成事業実施要綱３(2)の規定により、下記のとおり事業計画を

提出します。 

記 

１ 法人の概要 

 (1) 法人種別 

 (2) 名称 

 (3) 所在地 

 (4) 代表者職・氏名 

２ 研修種別 

３ 研修名称 

４ 添付書類 

 (1) 実践研修等の事業計画概要 

   開講目的、各回の実施予定会場名、所在地、研修期間、受講対象者、定員数、受講に要す

る費用、使用するテキスト名及び募集案内の方法等 

 (2) 名古屋市実践研修等のカリキュラム及び日程表 

 (3) 名古屋市実践研修等の講師の氏名、担当科目及び履歴に関する書類 

 (4) 実践研修等の収支予算状況に関する書類 

 (5) その他市長が必要と認める書類 



（様式２）

認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修変更届

年  月  日 

 名古屋市長 

申請者  所在地                     

名称                      

代表者職・氏名                 

担当者氏名                   

電話番号                    

指定法人番号                  

 申請した内容を変更したいので、名古屋市認知症介護実践者等養成事業実施要綱３(3)の規定

により、下記のとおり届け出ます。

記

１ 研修種別 

２ 研修名称

３ 変更内容

変更前 変更後

添付書類

４ 変更予定時期

５ 変更理由



（様式３）

認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修事業報告書

年  月  日 

 名古屋市長 

申請者  所在地                  

名称                   

代表者職・氏名              

担当者氏名                

電話番号                 

指定法人番号               

  年度に実施した認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修が終了しましたので、名古屋市

認知症介護実践者等養成事業実施要綱３(4)の規定により、下記のとおり報告します。

記

種別 名称 期間 受講者数 修了者数

認 知 症 介 護

基 礎 研 修

認 知 症 介 護

実 践 者 研 修

認 知 症 介 護

実践リーダー研修

※ 各研修の実績等を記載すること。

  実施していない研修は、空欄とすること。

  受講者数・修了者数は、市内の介護保険施設・事業所等に従事する者について、年度におけ

る総数を記載すること。

添付書類 

(1)実践研修等の収支決算書 

(2) 教材等、名古屋市実践研修等の受講者に配布した資料 

(3) その他市長が必要と認める書類



（様式４）

第（実施機関番号）－（連番）号

修了証書

氏  名            

生年月日   年   月   日

あなたは、当該法人が名古屋市長の指定を受けて

行う厚生労働省の定める  認知症介護基礎研修

             認知症介護実践研修

                （実践者研修）

             認知症介護実践研修

             （実践リーダー研修）

を修了したことを証します。

  年  月  日

    （実施機関名）

    （代表者職・氏名）         印
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（様式６） 

認知症介護指導者養成研修事業補助金交付申請書 

  年  月  日 

（宛先） 名 古 屋 市 長 

所 在 地 

法 人 名 

代表者氏名                   

認知症介護指導者養成研修事業への職員派遣にかかる旅費又は宿泊費について、

下記のとおり申請します。 

記 

1 補助金交付申請額

金                円

2 添付書類

・交付申請額算出のわかるもの



（様式７） 

 年  月  日 

 様 

名古屋市長            印

認知症介護指導者養成研修事業補助金交付決定通知書 

年 月 日付で申請のありました補助金の交付につきましては、下記のとおり決

定しましたので通知します。 

記 

1 補助金額 

2 交付方法 

 事業完了後一括交付 

3 交付条件 

（１）この補助金は、認知症介護指導者養成研修派遣にかかる旅費又は宿泊費に

対して交付するものです。 

（２）必要と認めるときは、指示し、報告を求め、検査することがあります。 

（３）事業完了後は、速やかに事業完了報告書を提出してください。 

（４）補助金交付決定に対し、内容の変更又は申請を取り下げる場合は、認知症

介護指導者養成研修事業補助金交付変更申請書(様式 8)を提出してください。 

（５）上記各号に違反したときは、補助金の全部又は一部を返還させることがあ

ります。 



（様式８） 

認知症介護指導者養成研修事業補助金交付変更申請書 

  年  月  日 

（宛先） 名 古 屋 市 長 

所 在 地 

法 人 名 

代表者氏名                   

 年 月 日付で交付決定のありました認知症介護指導者養成研修事業にか

かる補助金ついて、下記のとおり変更申請します。 

記 

1 補助金交付変更申請額

金                円

2 変更の理由

3 添付書類
・交付申請額算出のわかるもの



（様式９） 

認知症介護指導者養成研修事業完了報告書 

  年  月  日 

（宛先） 名 古 屋 市 長 

所 在 地 

法 人 名 

法 人 代 表 者                 

 年 月 日付で補助金の交付決定のありました認知症介護指導者養成研修事

業につきまして、事業が完了しましたので、関係書類を添えて下記のとおり報告

します。 

記 

2 補助金交付決定額

金                円

3 添付書類

・交付申請額算出のわかるもの

・旅費、宿泊費を挙証する資料（支払額が分かるもの）

・各費用について法人が負担したことを証する書類（支給明細書や法人に対する受

講者本人の領収証など）の写し

・認知症介護指導者養成研修修了証の写し



（様式 10） 

請  求  書 

請求金額 

金        円 

ただし、 年度認知症介護指導者養成研修事業として 

上記のとおり請求します。 

  年   月   日 

＾ 

（宛先）名古屋市長 

（委任者）   

所在地    

法人名   

代表者氏名    

（請求者）   

所在地    

法人名   

代表者氏名    

受領方法 口座振替 登録番号  


